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三 エ ス ア イ エ ッ ク ス ス イ ス エ ク ス チ ェ ン ジ

四 オ ー ス ト ラ リ ア ン セ キ ュ リ テ ィ ー ズ エ ク ス チ ェ ン ジ

五 コ リ ア エ ク ス チ ェ ン ジ

六 シ ン ガ ポ ー ル エ ク ス チ ェ ン ジ

七 タ イ ワ ン ス ト ッ ク エ ク ス チ ェ ン ジ

八 ト ロ ン ト ス ト ッ ク エ ク ス チ ェ ン ジ

九 ブ ル サ マ レ ー シ ア

十 ホ ン コ ン ス ト ッ ク エ ク ス チ ェ ン ジ

十 一 メ キ シ カ ン ス ト ッ ク エ ク ス チ ェ ン ジ

５ 第二項の「オペレーショナル・リスクに係る旧所要自己資本の額」とは、第二条に定める算式の
分母の額に八パーセントを乗じて得た額、第五条第一項各号に掲げる額及び第八条の定めるところ
により控除される額のそれぞれにつき計算する場合において、オペレーショナル・リスクに係る部

〇
金 融 庁

財 務 省

経 済 産 業 省
告 示 第 二 号

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 法 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 七 十 四 号 ） 第 二 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 株

式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 法 第 二 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 が そ の 経 営

の 健 全 性 を 判 断 す る た め の 基 準 （ 平 成 二 十 年
金 融 庁

財 務 省

経 済 産 業 省
告 示 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 公

布 の 日 か ら 適 用 す る 。

平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 金 融 庁 長 官 三 國 谷 勝 範

財 務 大 臣 菅 人

経 済 産 業 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 赤 松 広 隆

第 十 三 条 第 一 項 中「旧所要自己資本の額」 を「信用リスクに係る旧所要自己資本の額」 に 改 め 、「十
二・五を乗じて得た額」 の 下 に 「 （第三項において「信用リスク・アセット調整額」という。）」 を 加 え 、

同 項 第 一 号 中「内部格付手法」 の 下 に 「 （先進的内部格付手法を採用した場合の商工組合中央金庫にあっ
ては、先進的内部格付手法。次号及び第四項並びに第二十四条第一項各号及び第四項において同じ。）」

を 加 え 、 同 条 第 二 項 及 び 第 三 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２ 先進的計測手法を採用した場合の商工組合中央金庫は、次の各号に定める期間において、オペレー
ショナル・リスクに係る旧所要自己資本の額に当該各号に定める率を乗じて得た額が新所要自己資
本の額を上回る場合には、当該上回る額に十二・五を乗じて得た額（次項において「オペレーショ
ナル・リスク相当額調整額」という。）を第二条に定める算式の分母に加えなければならない。
一 先進的計測手法の使用を開始した日以後一年間 九十パーセント
二 先進的計測手法の使用を開始した日から一年を経過した日以後一年間 八十パーセント
３ 前二項の規定にかかわらず、商工組合中央金庫が第一項の規定に該当し、かつ、前項の規定に該
当する場合には、信用リスク・アセット調整額及びオペレーショナル・リスク相当額調整額を第二
条に定める算式の分母に加えなければならない。

第 十 三 条 第 四 項 中 「 （第二項において準用する場合を含む。）の「旧所要自己資本の額」 を「の「信用
リスクに係る旧所要自己資本の額」 に 、「内部格付手法（第二項において第一項を準用する場合にあっ
ては先進的計測手法 ） 」 を「計算する場合において、信用リスクに係る部分については内部格付手法」

に 改 め 、「日の直前に用いていた手法」 の 下 に 「 （基礎的内部格付手法を採用した場合の商工組合中央金
庫にあっては標準的手法をいい、先進的内部格付手法を採用した場合の商工組合中央金庫にあっては
標準的手法を含む。第二十四条第四項において同じ。）とし、当該部分以外の部分については現在用い
ている手法とする計算方法」 を 加 え 、「当該直前に用いていた手法により」 を「当該計算方法により」

に 改 め 、 同 項 た だ し 書 を 削 り 、 同 条 第 五 項 中 「 （第二項において準用する場合を含む。）」 を「及び第二
項」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 六 項 と し 、 同 条 第 四 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

分については先進的計測手法の使用を開始した日の直前に用いていた手法（第二百八十七条に規定
する基礎的手法を含む。第二十四条第五項において同じ。）とし、当該部分以外の部分については現
在用いている手法とする計算方法により算出した額の合計額から第六条第一項第二号に掲げる額に
つき当該計算方法により算出した額を控除した額をいう。

第 二 十 四 条 第 一 項 中「旧所要自己資本の額」 を「信用リスクに係る旧所要自己資本の額」 に 改 め 、「十
二・五を乗じて得た額」 の 下 に 「 （第三項において「信用リスク・アセット調整額」という。）」 を 加 え 、

同 条 第 二 項 及 び 第 三 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

２ 先進的計測手法を採用した場合の商工組合中央金庫は、次の各号に定める期間において、オペレー
ショナル・リスクに係る旧所要自己資本の額に当該各号に定める率を乗じて得た額が新所要自己資
本の額を上回る場合には、当該上回る額に十二・五を乗じて得た額（次項において「オペレーショ
ナル・リスク相当額調整額」という。）を第十四条に定める算式の分母に加えなければならない。
一 先進的計測手法の使用を開始した日以後一年間 九十パーセント
二 先進的計測手法の使用を開始した日から一年を経過した日以後一年間 八十パーセント
３ 前二項の規定にかかわらず、商工組合中央金庫が第一項の規定に該当し、かつ、前項の規定に該
当する場合には、信用リスク・アセット調整額及びオペレーショナル・リスク相当額調整額を第十
四条に定める算式の分母に加えなければならない。

第 二 十 四 条 第 四 項 中 「 （第二項において準用する場合を含む。）の「旧所要自己資本の額」 を「の「信
用リスクに係る旧所要自己資本の額」 に 、「内部格付手法（第二項において第一項を準用する場合にあっ
ては先進的計測手法 ） 」 を「計算する場合において、信用リスクに係る部分については内部格付手法」

に 改 め 、「日の直前に用いていた手法」 の 下 に「とし、当該部分以外の部分については現在用いている
手法とする計算方法」 を 加 え 、「当該直前に用いていた手法」 を「当該計算方法」 に 改 め 、 同 条 第 五 項

中 「 （第二項において準用する場合を含む。）」 を「及び第二項」 に 改 め 、 同 項 を 同 条 第 六 項 と し 、 同 条

第 四 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

５ 第二項の「オペレーショナル・リスクに係る旧所要自己資本の額」とは、第十四条に定める算式
の分母の額に八パーセントを乗じて得た額、第十七条第一項各号に掲げる額及び第二十条の定める
ところにより控除される額のそれぞれにつき計算する場合において、オペレーショナル・リスクに
係る部分については先進的計測手法の使用を開始した日の直前に用いていた手法とし、当該部分以
外の部分については現在用いている手法とする計算方法により算出した額の合計額から第十八条第
一項第二号に掲げる額につき当該計算方法により算出した額を控除した額をいう。

附 則 第 三 条 第 一 項 中「平成二十二年三月三十一日前において、居住用不動産向けエクスポージャー
の信用リスク・アセットの額を算出する際には、第百九十九条第一項」 を「居住用不動産向けエクス
ポージャーの信用リスク・アセットの額を算出する場合における第百九十九条第一項の規定の適用に
ついては、当分の間、同項」 に 、「あるのは」 を「あるのは、」 に 改 め る 。

附 則

第 十 三 条 第 一 項 第 二 号 及 び 第 二 項 第 二 号 並 び に 第 二 十 四 条 第 一 項 第 二 号 及 び 第 二 項 第 二 号 の 規 定 の

適 用 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 こ れ ら の 規 定 中「以後一年間」 と あ る の は 、「以後」 と す る 。

〇 金 融 庁

厚 生 労 働 省 告 示 第 三 号

労 働 金 庫 法 （ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 二 百 二 十 七 号 ） 第 九 十 四 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 銀 行 法 （ 昭 和

五 十 六 年 法 律 第 五 十 九 号 ） 第 十 四 条 の 二 の 規 定 に 基 づ き 、 労 働 金 庫 法 第 九 十 四 条 第 一 項 に お い て 準 用

す る 銀 行 法 第 十 四 条 の 二 の 規 定 に 基 づ き 、 労 働 金 庫 及 び 労 働 金 庫 連 合 会 が そ の 保 有 す る 資 産 等 に 照 ら

し 自 己 資 本 の 充 実 の 状 況 が 適 当 で あ る か ど う か を 判 断 す る た め の 基 準 （ 平 成 十 八 年 金 融 庁

厚 生 労 働 省 告 示 第

七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 適 用 す る 。

平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 金 融 庁 長 官 三 國 谷 勝 範

厚 生 労 働 大 臣 長 妻 昭
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